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四全総と

喜多見ポンポ

２０２４年４月７日

環をはじめ現行の高

年策定の第四次全国

全総」）において、１

速道路網計画７６００

と一般国道自動車

し、高規格幹線道

定したことが根拠と

続ける「四全総」と

勢や検討経緯を振り
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高速道路網計画は

国総合開発計画（以

１９６６年に定められ

ｋｍに、高速国道３

車専用道路２４８０ｋｍ

路網１４０００ｋｍとし

となっています。今

とは何か、当時の経

り返ります。 （江崎）
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１９７

済は

出によ

激しく

英・仏

調介入

輸出産

た。し

額の貿

日本経

正する

ました

同年

前川

「国際

会」を

米首脳

が、い

提言

調和の

場アク

促進等

融の自

進と国

への貢

大では

街地の

社会資

ていま

需拡大

がが

いき、

膨大

がって

四全総策定当時の

貿易摩擦と前川リポ

７０年代の石油危

欧米諸国に対する

より立ち直ったもの

くなりました。１９８５

仏・西独・日）のプラザ

入で急激な円高・ド

産地を中心に円高

しかしアメリカは日

貿易赤字を計上し

経済の構造問題が

るようにと、さらに

た。 
年１０月、中曽根総理

春雄・元日銀総裁

際協調のための経済

を発足させました。

脳会談に先だって

いわゆる「前川リポ

言には、①内需拡

の取れた産業構造

クセスの一層の改善

等、④国際通貨価値

自由化・国際化、⑤

国際的地位にふさ

貢献などが書かれ

は、大都市圏を中

の再開発、そのた

資本の整備促進な

ます。これらは後に

大圧力により次第に

外れて歯止めが利

、バブル経済とそ

な赤字国債を抱え

ていきます。 

の経済情勢 

ポート 

機以後、日本経

る集中豪雨的輸

のの貿易摩擦が

５年９月、Ｇ５（米・

ザ合意による協

ドル安へ転換し、

高不況となりまし

日本に対して、巨

ている背景には

があり、それを是

に圧力をかけてき

理大臣（当時）は

裁を座長とする

済構造調整研究

翌８６年４月、日

て発表した報告書

ポート」です。 
拡大、②国際的に

造への転換、③市

善と製品輸入の

値の安定化と金

⑤国際協力の推

さわしい世界経済

れ、特に①内需拡

心とした既成市

ための規制緩和、

などが挙げられ

に、円高不況と内

に財政支出のた

利かなくなって

の崩壊でさらに

えることにつな

２．四全総の検
 
２-１ 中間とりまと
 
四全総の策定

総の対応すべき

する作業が行わ

総長期展望作業

２１世紀への展望

地球規模では

による気候変化

減少、高齢化、女

の変化、社会資本

経費増大の可能

す。しかし言いた

余力が維持され

基盤整備への投

に注目されたの

という捉え方で
 
２-２ 東京圏に関
 
東京都区部へ

正するため、国土

し１９７９年から首

を開始、１９８５年

を策定していま

経済・文化の中枢

は環状方向に幹

軸状に新市街地

都市を育成する

諸機能を再配置

圏型構造を目指

また１９８６年８

長官（当時）が中

図１ 昭和４１

決

「高規格幹

検討経緯 

とめに「東京圏対その

定作業に先立ち次

き課題と方向を明ら

われ、１９８４年１１月に

業中間とりまとめ「

望」が公表されまし

は二酸化炭素の増

化、日本については

女性の社会進出、価

本ストックの維持管

能性も指摘されて

たいこととしては、

れている２０世紀の

投資を期待すること

のは、「東京圏対その

でした。 

関する動き 

への一極依存構造

土庁では四全総に

首都改造計画策定

年５月に「首都改造計

ます。東京中心部は

枢機能を分担し、周

幹線交通体系を整

地を開発整備し業務

ることで人口や

置する連合都市

指すものです。 
８月、綿貫国土庁

中曽根総理大臣 

１年及び昭和６２年に

定された高速道路網

出典：国土交通省

幹線道路網計画の変遷」

に審議経

の重視、

からの意

たとされ

言」です

これを

官の私的

談会、１０

大都市問

足します
 
２-３ 審議
 
１９８６年

発計画調

ました。東

その重要

それぞれ

適切な機

で相互に

する多極

「交流ネ

ととしま

た記述へ

け、地方か

展望作

から、地方

の意見交

に四全総

の他」 

次期全

らかに

に四全

「日本

た。 
増加等
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価値観

管理的
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の間に

と、特

の他」

造を是

に関連

定調査

計画」

行政・

周辺部

整備し

務核 

経過を報告した際、

大都市問題につい

意見徴集を行うこと

れています。いわゆ

。 
を受け、９月には綿

的諮問機関として

月には国土審議会

問題ワーキンググ

す。 

議経過報告に対し地

年１２月に「第四次

調査審議経過報告」

東京について世界

要性を書くと同時に

れの特性を活かし

機能分担をし、地域

に補完･触発しあい

極分散型国土を形

ットワーク構想」を

した。このような東

へのジャーナリズム

から批判が続出しま

作業段階に続き再び

方自治体はじめ関

交換が積極的に展

総が閣議決定されま

、大都市問題

いては多方面

とが指示され

ゆる「８月発

綿貫国土庁長

て国土政策懇

会計画部会に

グループが発

地方が反発 

次全国総合開

」が公表され

界都市として

に、各地域が

て活性化し、

域間、国際間

いながら交流

形成するため

を推進するこ

東京を重視し

ムの反応を受

ました。 
び１９８７年１月

関係各方面と

展開され、６月

ました。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．四全総の内容 
 
高規格幹線道路網１４０００ｋｍを明示 

 
四全総は、地方圏の開発・整備に関

する記述がより具体的になり、各地で

推進すべき事業名、プロジェクト名が大

幅に増加する、という結果になりまし

た。特に高規格幹線道路について、地

方中枢･中核都市、地域の発展の核と

なる地方都市及びその周辺地域等か

ら概ね１時間程度で利用が可能となる

よう、およそ１４０００ｋｍで形成すると明

示されました（図１）。国土基盤投資は 

１９８６年度から２０００年度の１５年間で 

１０００兆円程度を想定しています。 
 
４．その他・その後の社会 
 
４-１ 進まないモーダルシフト 
 
トラックから鉄道や海運へ切り替え

るモーダルシフトは、１９８１年７月の運輸

政策審議会答申において省エネ対策

として登場、１９９０年１２月の運輸政策審

議会物流部会答申においてトラック運

転手の労働力不足対策として登場し、 

１９９１年４月に運輸省はモーダルシフト

推進を表明します。地球温暖化対策と

しての期待もありますが、進みません。 
２０２３年１１月に「官民物流標準化懇

談会モーダルシフト推進・標準化分科

会」は、２０２４年度には１４％、２０３０年度

には３４％の輸送力が不足する、２０５０

年カーボンニュートラル実現の必要性

を踏まえ、トラック輸送から鉄道や船舶

へのモーダルシフトを早急に、かつ、強

力に推進することが不可欠だとして、

「方向性と施策」を公表しました。 
 

４-２ 地方鉄道の廃止 
 

１９８７年４月に国鉄が分割民営化さ

れ、２０００年３月には改正鉄道事業法が

施行され、事業者の判断で廃止が可能

になりました。地方鉄道は沿線の過疎

化や少子化、モータリゼーションの進

展、さらには整備新幹線開業も経営を

厳しくし、利用者減少により廃止が相

次いでいます。加えて、新型コロナウイ

ルスによる影響もあり、２０２２年度は全

９５社中８５社と約９割の事業者が鉄軌

道業の経常収支ベースで赤字を計上

するに至っています。 
 
４-３ 中心市街地の衰退 

 
かつて中小小売商を保護するため

大規模小売店舗法（大店法）があり、大

規模小売商が出店する際には地元と

の事前調整が必要でした。規制緩和の

流れを進めたのは１９８９年から１９９０年

の日米構造協議です。２０００年に大店

法廃止、新たに大規模小売店舗立地法

（大店立地法）施行、この後、全国各地

の都市の郊外に大規模小売店が出店

し、地方都市の中心市街地が衰退して

いきました。 
 
４-４ 若者の車離れ、外出減少 
 

２０２３年１１月、国土交通省都市局は

２０２１年実施「全国都市交通特性調査」

の集計結果を発表しました（図２・３）。 
前回２０１５年調査で、若者（２０代）の

傾向として、「男性の休日の移動回数

が１９８７年比４７％減」「三大都市圏だけ

でなく、地方都市圏においても自動車

の利用割合は減少傾向」「免許保有率

は減少傾向」という結果でした。 

今回はコロナ禍の調査ということも

あり、調査日に外出した人の割合、一日

の移動回数ともに、調査開始以来最低

の値になりました。２０１５年以降２０代と

７０代の移動回数が逆転し、２０２１年で

は差が拡大しています。 
 
４-５ 海外では 
 
海外に目を向けると、自動車の利用

がアメリカからその他の世界に広がる

につれて、都市を郊外化・分散化し、交

通の距離を増大させ人々は自動車に

依存するようになりました。政策が世

論のみならず社会的・経済的傾向に従

うと自動車志向的、より多くの道路と

駐車場を建設するとともに自動車の保

有と利用を容易にする車重視の政策

になります。一方で公共交通に対して

巨額の投資と運営補助が必要となり、

その後生産性向上のためにと規制緩

和と民営化が導入されましたが状況は

さらに困難になりました。 
欧州のいくつかの国では自動車の

支配に抵抗し、公共交通は税金や補助

金で支えることが常識になっていま

す。フランスやエストニアでは無料化し

た都市もあり、人口も税収も増加して

います。 
 

＊ ＊ ＊ 
 
四全総にみられるような量的拡大を

図る「開発」を基調とした国土総合開

発法から国土の質的向上を図る国土

形成計画法に移行した後も道路整備

は続けられています。 
２４年前に目の前に現れた外環とい

う切り口からも、引き続き見守っていき

たいと思います。 
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図２ 年齢階層別１日あたりの移動回数 
 

２０１５年以降２０代と７０代の移動回数が逆転し、２０２１年では差が拡大 

図３ 若者（２０代）の運転免許保有に関する傾向 
 

２０代の運転免許保有率は２００５年以降減少傾向にある 

図１・２出典：国土交通省都市局「全国都市交通特性調査結果」2023.11 


